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- 南東欧安定条約をめぐって -
論 説
高 橋 和 (山形大学人文学部)
1 はじめに
ヨーロッパにおける下位地域協力は冷戦の終結とともに急速に活発化
した｡ 1とりわけ冷戦期に東西対決の最前線であった東欧では｢中欧イニ
シアチブ｣､｢環バルト海協力｣､｢ヴィシェグラード協力｣､｢中欧自由貿
易協定｣､｢黒海経済協力｣など国家レベルの下位地域協力から､コミュ
ニティ間の越境協力であるユーロl)-ジョンに至るまで､その ｢地域｣
も多様であり､またこうした下位地域協力に参加しているアクターも国
家から地方政府､コミュニティや国際機関やNGO団体など多様である｡
東欧は､こうした下位地域協力を通してEUへの加盟に足並みをそろえ
て ｢地域｣としての利害を主張するとともに､地域の中で対話の機会を
増やし､善隣関係の構築に努めてきた｡これらの下位地域協力のほとん
どがEUの経済的な支援に依存してきたという点で､その自立性に問題
がないわけではないが､こうした下位地域協力が社会主義体制崩壊後の
東欧諸国の民主化を促進し､経済発展を促し､EU加盟のための条件整備
に大きく寄与したことは否めない｡2
チェコ､ポーランドなど9カ国は2004年5月にEUの正式な加盟国と
なるが､すでに述べたように､加盟のための条件整備の過程で越境協力
が果たした役割は決して小さくはない｡その経験をふまえて､新たにポ
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-ランドとウクライナやベラルーシ､スロヴァキアとポーランド､ブル
ガリアとルーマニアなど拡大EUの外延地域にユーロリー ジョンの結成
や越境協力の活発化の様子がみられる｡
しかし､EUの東方拡大はEUに新たな問題を生じさせることになった｡
EUは2004年5月に､エストニア､ラトヴイア､リトアニア､ポーランド､
チェコ､スロヴァキア､ハンガリー ､スロヴェニア､キプロス､マルタ
が加盟する｡さらに第二次拡大では､時期は未定ではあるが､ルーマニ
ア､ブルガリア､アルバニアの加盟が予定されている｡このEUの東方
拡大によって､EUは北東部においては､カリ-ニングラードというロシ
アの飛び地を抱え込むことになり､南東部のバルカン半島においてもボ
スニア｡ヘルツェゴヴイナ､セルビア-モンテネグロという旧ユーゴス
ラヴイアの紛争地域を抱え込むことになる｡しかし､これらのEU｢域外｣
地域とEUが将来どのような関係を築くのかという点について､EUにお
いて十分に議論がなされているようには見えない｡
それにもかかわらずEUの越境協力はこれらの係争地域も含めて拡大
しつつある｡(地図参照)これらEUの域外に跨って行われる越境協力は､
過去10年以上にわたり､東欧諸国の市場経済の導入と民主主義体制への
移行において､西欧システムの導入や人的トレーニング､さらに人的交
流による信頼醸成という側面で効果を上げてきた｡その結果､越境協力
は安全保障面での機能さえも視野に入れて行われることになった｡3そして
1999年のコソヴォ紛争の後､国連の暫定統治機構はマケドニアとコソヴ
オの間で越境協力の協定を締結している04しかし束中欧における越境協力
がかなり成果を収めたのとは対照的に､バルカンにおける越境協力は成
果を上げているとは言い難い状況妃ある｡では､なぜバルカンにおける
越境協力は成果を上げることができないのか｡
下位地域協力に関する研究は､1990年の冷戦終結後の状況の中で盛ん
になった｡これはヨーロッパ統合の加速化に対する地域の側から､統令
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国境地域協会のホームページより
(http://www.aebr.net/profil/smitglieder.php?lc-en&sm-10)
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の潮流の中でそれぞれに異なる下位地域の利害を守れるのかという問題
意識を反映したものであった｡他方で地域協力を､冷戦後急速に進展し
たグローバル化の流れの中で､地域の側の反発として捉えるか､もしく
は地域の利害を守るための排他的な ｢地域主義｣という文脈で説明する
見解がある｡こうした排他的な ｢地域主義｣は､おもに経済学の視点を
重視している｡したがって､地域協力の成果も経済的利害をどのくらい
守ることができたかという観点から論じられる｡5
これに対して､｢地域主義｣の排他性ではなく､国家や地方政府という
既存の社会制度を乗り越えて新しい社会をつくる基礎として生態系や坐
活圏を重視する ｢地域｣の創造過程として捉えようとする動きが ｢新し
い地域主義- NewRegionalApproachNRA｣という考え方である｡
このNRAでは､経済的な結果ではなく地域協力のプロセスを重視し､
そのプロセスの中で新しい地域社会を形成するために､人々の地域に対
する意識が変化するかという点を重視する｡6 この観点から取り組まれて
きたこれまでの研究は､北欧の研究者を中心とする研究であり､下位地
域協力として取り上げられているものも北欧や東中欧を対象としており､
成功例としてしか扱われていなかった｡バルカンにおける下位地域協力
や越境協力も問題点は指摘されることはあっても失敗例として扱われる
ことはなかった｡それは､下位地域協力が既存の国家体系の枠組みを前
提としており､この国家体系を揺るがすものでない限り､下位地域協力
はその成果が見えなくても失敗として扱われることはなかった｡しかし､
バルカンにおける下位地域協力をNRAの視点から分析すると､地域協力
の成果のみならず､プロセスにおいても問題があることがわかる｡さら
に既存の国際体系全体への影響もまた深刻であると思われる｡それらの
問題点はバルカンのみならず､紛争を経験した地域においても共通する
問題点であると思われるが､従来の研究では地域協力の阻害要因につい
ての議論はほとんどなされてこなかったO本稿では､旧ユーゴスラビア
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紛争後のバルカンにおける地域協力を国際社会との関係において分析す
ることで､地域協力の阻害要因について考察することを目的とする｡
本稿で使用した主な資料は､EUおよびOSCEによる南東欧安定化条
約をめぐる報告書である｡バルカンの下位地域協力を扱うには現地の梶
点を等閑にすることはできないが､本稿では国際社会の対応を中心に級
うために､バルカンの個々の国家の事情は必要な範囲に限定する｡
2 バルカンにおける越境地域協力
(1) ユーゴスラヴィア紛争と休戦協定
ユーゴスラヴイアは､1991年にクロアチアとスロヴェニアが相次いで
独立を宣言したことにより､クロアチア領内のセルビア人が反発し､ユ
ーゴスラヴィア連邦軍がクロアチアに侵攻し､内戦が勃発した｡ユーゴ
スラヴィア連邦軍は､実質的にはセルビア人を主体とするセルビア軍で
あり､クロアチアは国連に対して紛争の調停を要請した｡国連は､1991
年11月ジュネ-ヴにおいて和平会議を開催し､国連平和維持軍をクロア
チアに派遣することを決定した｡
スロヴェニアとクロアチアの独立に続き､ボスニア･ヘルツェゴヴィ
ナでも独立をめぐる共和国内の対立が表面化した｡1992年1月､ボスニ
アの独立に反対するセルビア人たちは､ボスニア｡ヘルツェゴヴイナ｡
セルビア人共和国を創設することを宣言し､ボスニアの独立をめざすム
スリムとクロアチア人と対立した｡数の上で劣勢であったセルビア人は
独立を問う国民投票を拒否したが､国民投票は強行され､ボスニア｡ヘ
ルツェゴヴイナの独立が宣言された｡その結果､独立に賛成するムスリ
ムとクロアチア人勢力と反対するセルビア人勢力との間で武力衝突が浴
こり､内戦へと発展した｡
ボスニアにおける内戦は､1995年12月のデイトン合意によってようや
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く終結となる｡しかし､デイトン合意は､ボスニア｡ヘルツェゴヴイナ
を ｢単一国家｣として存続させることに合意したものの､統治はクロア
チア人とムスリムによる ｢ボスニア連邦｣とセルビア人による ｢セルビ
ア共和国｣という二つの政権が並立する形を承認した｡さらに､デイト
ン合意は ｢ボスニア連邦｣はクロアチアと､｢セルビア共和国｣は (新)
ユーゴスラビアと特別な関係を承認しており､ボスニア｡-ルツェゴヴ
イナの一体性は実質的にはまったく担保されなかったといえようOした
がってボスニア｡ヘルツェゴヴィナの戦後復興はクロアチア人とムスリ
ム､およびセルビア人の二重権力状態を解消する道筋を示さないままに
行われることになった｡
ボスニア内戦の終結は､ユーゴスラヴィアにおける戦争の終結を意咲
したわけではなかった｡民族対立が ｢ェスニック･クレンジング｣-とし
て世界中に喧伝された結果､ボスニア内戦にはボスニア在住のセルビア
人やクロアチア人のみならず､セルビアのコソヴォ出身のアルバニア系
ムスリムが義勇兵として参戦してuた｡これらの兵士はボスニアの停戟
によってコソヴォに帰還して｢コソヴォ解放軍 (KLA)｣に合流し､対セ
ルビア闘争を急進化させた｡コソヴォでは､すでに1980年代からセルビ
ア人とムスリムを主体とするアルバニア人との対立が続いてきたが､ボ
スニア紛争後の反政府闘争に呼応して､セルビア政府はコソヴォに対す
る弾圧をいっそう強化していった｡1998年2月､セルビア政府が治安維
持部隊をコソヴォへ派遣し､コソヴォ解放軍の掃討を開始したことによ
って､セルビア政府とコソヴォ解放軍との戦闘が激化した｡このために､
コソヴォ在住のアルバニア人の多くが近隣諸国へ難民として流出をはじ
めた｡1998年には1年間で46万人以上の住民が難民 ･避難民として故郷
を離れることを余儀なくされた｡7欧米諸国は､セルビア政府のアルバニア
人に対する ｢人権侵害｣を非難するとともに､近隣諸国にこの民族紛争
が波及することを懸念して､米 ｡英 ･ロ･仏 ･独 ｡伊の6カ国による旧
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ユーゴ問題連絡調整グ)I/-プと国連安全保障理事会が調停に乗り出したo
この結果1998年10月にいったん停戦が成立したものの､12月には戦闘が
再開した｡1999年に入ると旧ユーゴ問題調整グループを中心にフランス
のランブイエにおいて再度調停が試みられた｡しかし､セルビア側がNATO
軍を中心とする平和維持部隊の受け入れを拒否したために､交渉は決裂
した｡切迫した事態の解決を急ぐ欧米諸国は､国連における決議を待つ
ことなく､1999年3月､セルビアに対してNATOによる空爆を開始した｡
NATOの圧倒的な軍事力の前に､6月3日､セルビア大統領ミロシェビ
チは旧ユーゴ問題調整グループの和平案の受け入れを発表した｡
旧ユーゴ問題調整グループの和平案は､コソヴォの独立を認めること
はなかったが､コソヴォは､軍事部門を担当する国際部隊 (KFOR)と
民政部門を担当する国連コソヴォ暫定行政機構(UNMIK)の管理下に置
かれ､セルビア共和国の-州でありながら､国際機構による統治を受け
ることになった｡
1999年7月10日､内戦によって混乱し､疲弊してしまった旧ユーゴス
ラヴイアをどのように再建し､民主化を進めるかについて話し合うため
に､ドイツのケルンにおいて ｢南東欧安定会議｣が開催された｡ この会
議の目的は､これまでバルカン諸国については､さまざまな国家ないし
機関が行ってきたバルカンに対する支援を見直し､それぞれの国家対す
る支援ではなく､｢地域｣を対象として復興支援を行おうとするものであ
った｡
その背景としては､一連の紛争の結果､ボスニアやコソヴォから周辺
諸国へ脱出した難民 ･避難民の帰還問題､麻薬 ｡武器の密輸､国境を越
えて行われる人身売買などの組織的犯罪の横行が顕著であるという状況
がある｡こうした問題は､冷戦後に新しく成立した国家の政府の機能を
浸食するだけでなく､マケドニアのように国内に20%のアルバニア人を
抱える国にとってはコソヴォの民族紛争が波及する懸念もあった｡それ
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ゆえに､バルカン諸国にとってこれらの問題は共通の問題であった｡さ
らに一国だけの対応では対処不可能であり､越境協力の必要性のある問
題であった｡南東欧安定条約会議がバルカンの問題を ｢地域｣全体とし
ての取り組まなければならないと考えたのは､こうした理由からであっ
た｡
(2)バルカンにおける地域協力の枠組み
バルカンの地域協力は､歴史的にも1860年代のバルカン連邦案まで遡
ることができる｡オスマントルコからの独立をめざすバルカン諸民族は､
民族浪住状態を勘案して､それぞれの民族は民族国家を形成するのでは
なく､地域間で連携をとることで地域の安定化をめざそうとしていた0
しかし､このバルカン連邦案は､バルカン半島に影響力を確保しようと
する列強の関与によって挫折し､バルカン諸国はそれぞれが自国の勢力
を拡大するために列強の権力政治に加担することになった｡その結果､
バルカンでは諸民族がそれぞれ大国の支援を得て相対立し､2回のバル
カン戦争､そして第一次世界大戦を招来し､バルカン半島を焦土とした｡
この反省から､1920年代には､社会主義者によるバルカン社会主義連邦
案が構想され､1930年代には世界的な大不況を背景にバルカン諸国の連
帯を模索するバルカン会議が開催されている｡しかし､こうしたバルカ
ン諸国の協力への動きは､それぞれの国家の思惑の違いから結実するこ
とはなかった｡
第二次世界大戦後､バルカン半島にはギリシアを除き社会主義政権が
成立し､ソ連 ･東欧圏として地域的な安定がもたらされるかのように局
えた｡しかし､ソ連との対立の中で､ユーゴスラヴイアが非同盟となり､
中ソ対立からアルバニアがソ連 ･東欧圏から離脱して､3つの勢力圏が
相対時する状況となり､常時緊張関係が存在するという状況となった0
しかし､バルカン諸国はこうした状況に甘んじていたわけではなかっ
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たOギリシアで社会党のパンパドレウが政権についたのを契機に､冷戟
の終結宣言が出される前年､1988年､バルカン諸国の外相による会談が
ベオグラードで開催されたOこの会議は翌年もアルバニアのティラナで
開催された｡1992年から始まるユーゴスラヴィアの内戦と解体のなかで､
バ)I,カン外相会議は一時中断されたが､1995年にデイトン合意が成立し､
ボスニア紛争が一応の終結をみたことで､1996年7月､アルバニア､ボ
スニア･へ)I,ツェゴヴイナ､ブルガリア､ギリシア､ルーマニア､トル
コ､(釈)ユーゴスラヴイアの7カ国によって再開された.ブルガl)アの
ソフィアで開催されたこの外相会議では､｢バルカン諸国の善隣｡安定｡
安全と協力｣を謀った ｢ソフィア憲章｣が採択された｡バルカン外相会
談は､翌1997年には､ギリシアのテッサロニキでマケドニアを加えて開
催され､｢南東欧協力プロセス (South EastEuropean Cooperation
Process-SEECP)｣として制度化された.この会議では｢安定化のための
アジェンダ (AgendaforStability)｣が採択されている｡1997年11月か
らは､外相会談と並行して首相レベルのバルカン･サミットも開催され
ており､バルカン諸国のイニシアチブによる地域協力への努力が続けら
れている｡
冷戦終結後に発足した地域協力の枠組みとしては､｢黒海経済協力
(BlackSeaEconomicCooperation-BSEC)｣がある｡1990年秋にトル
コのイニシアチブで開始したこの協力は､冷戦の終結を受けて､ソ連を
含む黒海周辺諸国の経済協力関係を再編しようとするものであった｡1991
年にソ連が解体した後､1992年6月､イスタンプルにおいて､旧ソ連諸
国を含む11カ国が会議を開催し､｢黒海経済協力に関するサミット宣言一
一ボスフォラス宣言｣を採択した｡この協力は､CSCEのヘルシンキ最終
議定書とフォローアップ文書に基づき､民主主義と経済的自由､社会的
公正を確立し､加盟国の繁栄と安全保障を追求することを謀っているが､
経済的なイニシアチブを取れることができる国家がないことから協力関
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係は停滞している｡8
SEECPとBSECは､バルカン諸国のイニシアチブで作られた地域協力
の枠組みであるが､ユーゴスラヴィア解体にともなう国際社会の関与は､
紛争終結後のバルカン諸国の復興と安定化のための枠組みも提供するこ
ととなった｡その一つがアメリカのイニシアチブで行われた ｢南東欧協
力イニシアチブ(TheSouthEastEuropeanCooperativelnitiative-
SECI)｣であり､もう一つはEUがイニシアチブを取った｢ロヨモン｡プ
ロセス (RoyaumontProcess)｣である｡
SECIは､1995年のデイトン合意の成立を受けて､当時のクリントン｡
アメリカ大統領がバルカン諸国の外相に呼びかけたものである｡1996年
12月にジュネ-ヴで組織会議が開催され､アルバニア､ボスニア ｡-ル
ツェゴヴィナ､ブルガリア､クロアチア､ギリシア､ハンガリー ､マケ
ドニア､モルドヴァ､ルーマニア､トルコ､新ユーゴスラヴイアのバル
カン諸国が参加した｡この会議では､バルカンにおける地域協力の推進､
より広いヨーロッパ統合と私企業への投資の促進について話し合いが行
われ､｢南東欧イニシアチブの目的に関する声明｣に調印した｡9SECIは､
ハンガリーやスロヴェニアを取り込んで､バルカン地域の安定化を図る
ことを意図していたが､バルカン諸国と一緒にされることによってEUへ
の加盟時期が遅くなることを懸念するハンガリー とスロヴェニアは当初
から消極的であった｡しかし､ハンガリーは1999年に加盟の時期が決定
されたことを契機に､積極的な姿勢をみせるようになったが､スロヴェ
ニアは依然として否定的であった｡同様の理由によって､クロアチアち
またSECIに対しては消極的であった｡とりわけ､アルバニアやモルドヴ
アなどの ｢発展途上国｣と同一視されることに抵抗を示していた｡しか
し､アメリカの対バルカン政策が地域全体を目的として行われるという
枠組みを崩さない以上､復興資金に事欠くクロアチアは否が応でもこれ
に関与せざるをえなかった｡10現在､SECIはウィーンに拠点を置いて､ア
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メリカの豊富な資金をバックに活発な活動を行っている｡
ロヨモン｡プロセスは､1995年後半からEUのイニシアチブでスター
トしたが､活動の中心となっているのはギリシアである｡ロヨモン｡プ
ロセスもSECIと同様に､デイトン合意の成立を受けてバルカンにおける
政治的安定と経済的再編をめざすものであり､地域的なアプローチを塞
視する方針を打ち出している｡しかし､EUがスポンサーであり､ヨーロ
ッパ統合のプロセスを重視するために､協力のための条約は二国間条約
を基本としている｡そのために､EUのコペンハーゲン協定が締結済みの
マケドニア､アルバニアと締結していないボスニア｡ヘルツェゴヴィナ
とセルビア-モンテネグロとの間では､条約締結に際して別々の条約が結
ばれることになり､結果として地域全体としての包括的アプローチは敬
ることができなかった｡11
こうした地域協力は1999年のコソヴォにおける内戦にもかかわらず､
むしろそれゆえにますます地域協力の必要性が確認されることになった｡
1999年4月､世界銀行とIMFはワシントンで合同会議を開催した際､
バルカンにおける包括的な地域的アプローチの必要性を強調する声明を
発表した｡翌5月にはG8外相会談が ｢危機的地域における経済的発展
と安定化のための包括的アプローチ｣の実施を呼びかけた｡これに応じ
たのが､当時EUの議長国であったドイツである｡5月17日にはEUの
一般問題理事会の審議を経て ｢南東欧安定条約｣の構想が採択された0
そして6月10日のケルン､7月30日のサライェヴォの会議を経て､9月
に ｢南東欧安定条約｣が採択された｡
3 南東欧安定条約
(1)南東欧安定条約と南束欧安定条約会議
南東欧安定条約は､ヨーロッパとの統合､地域的安全保障の促進､氏
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主主義の拡大を目的として､バルカン諸国を含む28カ国および国際機関
によって調印された多国間条約である｡この条約は､｢バルカン諸国間の
長期にわたる対話｣を促進し､善隣関係構築のために地域協力における
地域のイニシアチブをサポートすることを誇っていた｡そして､すでに
活動を開始している地域協力の枠組みをよりいっそう効果的なものにす
るために､包括的アプローチをめざすものであったOすなわち､ノア)I/カ
ンにおける地域協力の枠組みは多岐に亘っており､さらに国家のみなら
ず､国際機関やNGOなど様々なアクターが関わっているにもかかわらず､
それぞれの協力組織がバラバラに活動しており､多く部分で重複してい
たり､一方でまったく顧みられない部分があったりする効率の悪さを改
善するために､バルカンにおける地域協力をコーディネイトすることで､
できるだけ早く､かつ効率的にバルカンの安定を回復しようとするもの
であった｡さらに､政治的にはNATOの活動を支持し､バルカン諸国と
の連帯を強調することによって､セルビアに対して国際的な孤立をさけ
るように圧力をかけるという意味を持っていた012
南東欧安定条約の目的を実施するために､2000年3月には 安定条約
地域基金会議 (theStabilityPactRegionalFoundingConference)が
開催され､クイックスタートパッケージ(QuickStartPackage-QSP)
の採択と2000年後半にこの条約にユーゴスラグイアを取り込むことで合
意した｡
活動の最高決定機関として､南東欧地域テーブル (theSouth East
EuropeanRegionalTable)というフォーラムが結成されたoこのフォ
ーラムは､CSCEに倣って①民主化と人権､②経済の再建､発展と協力､
③安全保障問題の3つのワーキング｡テーブルから構成されているOそ
れぞれのテーブルにはイッシューごとのサブ･テーブルがあり､さらに
サブ｡テーブルの下にはタスクフォースを形成しているものもある｡全
体を統括するフォーラムはl)-ジョナル ･テーブルと呼ばれ､南東欧安
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定化条約に調印したすべての国と国際機関が参加し､条約実行のための
戦略と方向性を決定するために年2回開催されることなった｡
実務的なコーディネイトのためにEUによって特別コーディネイト辛
務所がブリュッセルに設置され､特別代表としてドイツ人のボド｡ホム
バッハ (BodoHombach)が指名された｡常駐スタッフは28人であり､
スタッフ予算の200万ユーロはEUが負担している｡13
バ ルカンにおける地域的な安定を取り戻すことは､バルカン諸国のみ
ならず対EUにとっても重要な課題であった｡EU諸国は内戦後のボスニ
アやコソヴォに平和維持部隊を派遣しており､軍事的な負担を強いられ
ていた｡さらに､ユーゴスラヴイアの解体は地域秩序の崩壊を招来し､
国家の統治機能を喪失させ､警察機能の麻痔した地域は武器や麻薬の杏
輸など組織的犯罪の温床となっており､こうした犯罪がこの地域に隣接
するEUへ波及することも懸念されていた｡EUがバルカンにおける復興
支援を強力に推進するのには､こうした理由があった｡
したがってバルカンの復興は緊急を要する課題であるとして､安定化
条約締結国は2000年3月ブリュッセルで地域基金会議を開催し､｢クイッ
クスタート･パッケージ｣をスタートさせることに合意した｡これは､
2000年3月から1年以内に開始する復興支援のプロジェクトを指す｡そ
の際､各国からの拠出金は2400億ユーロに達した｡14
拠出された基金は､民主化と人権問題を扱う第一テープ)I/に3億4000
ユーロ(16%)､経済再建､発展と協力問題を扱う第二テープ)i,に12億ユ
ーロ(81%)､安全保障を扱う第三テーブルに5500万ユーロ(3%)が配分
された｡第-テーブルでは､難民の帰還に関わる事業が､第二テーブル
では､戦争で破壊された道路建設や水資源に関するプロジェクト､エネ
ルギープロジェクトなどインフラ整備に重点が置かれていた｡第三テー
ブルでは､地雷除去のプロジェクトがその中心であった｡15
ワーキング･テーブルには､その下部組織としてタスクフォースが形
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成されている｡第一テーブルでは､①人権と少数民族､②健全な統治､
③メディア､④教育､⑤議会協力､⑥ジェンダー問題の六つがある｡さ
らに､難民問題に関する運営委員会､ユーゴの民主化を支援するセゲド｡
プロセス(SzegedProcess)がタスクフォースと並んで設置されている｡
第三テーブルは､EUに倣ってサブ｡テーブルが設置されており､犯罪に
対する闘い､司法と警察､移民と難民という三つの柱に沿って分類され
ていた｡ここでは､さらに人身売買防止のためのタスクフォースが設汁
られている｡
安定条約では､このワーキング｡テーブルの他に地域イニシアチブが
組織されている｡地域イニシアチブには､安定条約投資契約(TheStability
PactlnvestmentCompact)､汚職防止イニシアチブ (Anti-Corruption
Initiative-SPAI)､組織犯罪防止イニシアチブ (Anti-OrganizedCrime
Initiative-SPOC),メディア憲章､NGO憲章､E-バルカン｡イニシアチ
ブ (e-BalkanInitiative)の6つがあり､地域連携をめざしているが､
串的なステイタスはなく､したがって契約の内容についても正式の批准
を必要とせず､政府代表のコミットメントは国によって大きく異なって
いる｡
地域イニシアチブの中でも､汚職防止､組織犯罪防止には特に力が注
がれている｡SPAIでは､法整備や専門家の育成が優先的な課題として掲
げられており､旧ユーゴスラヴイアだけでなく､アルバニアやルーマニ
アに対しての同様のサポートを行っている｡16
以上のように南東欧安定条約は､EUとCSCEをモデルとして､地域イ
ニシアチブを重視しながらバルカンの復興にむけて包括的な枠組みをつ
くってきたOこれは､それまでバラバラに存在していた支援をコーディ
ネイトすることを意図したものであった｡さらにQSPは大量の資金の投
入のみならず､EUの東方支援のノウハウを活用し､ジョイント プロジ
ェクトを導入するなどその運用においても注意を払ってきた｡しかしそ
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れにもかかわらず､QSPがうまく機能しているとは言い難いという評価
が下されている｡17
(2)南東欧安定条約の問題点
南東欧安定条約の問題点は､条約の性格そのものに由来するものと､
ユーゴスラヴィア紛争の紛争処理上の問題､およびバルカンを取り巻く
国際環境の問題の3つに分類できるであろう｡これらは､いずれの面に
おいても地域協力の発展を阻害する要因となっている｡
まず､条約そのものに由来する要因としては､南東欧安定条約は単一
の条約ではなく､さまざまな条約や地域協力イニシアチブの総称であり､
その執行においてどこに責任があるかに関しては明確に規定されていな
い｡特別コーディネイト事務所は設置されたが､この事務所が担ってい
るのはいろいろなプロジェクトのコーディネイトでしかなく､それぞれ
のプロジェクトを遂行するうえでの責任を担っているわけではない｡い
わんや､全体的なヴィジョンを作成したり､プロジェクト計画を作った
りすることはできない｡さらに常駐スタッフが28人しかいない状況では､
すべてのプロジェクトに目配りをすることすら難しいといわざるを得な
い｡それゆえに特別コーディネイト事務所が設置されたにもかかわらず､
それぞれの地域協力イニシアチブが遂行しているプロジェク･トの重複を
チェックすることはできなかった｡
さらに難しい問題として､領域別のテーブルの設置のありかたにも問
題があった｡例えば､欧州理事会と欧州委員会は共同で､組織的な越境
犯罪を防止するために ｢オクトパスⅠ(Octopus)｣というプログラムを
進めている｡これは､麻薬や武器の密輸や不法移民また人身売買などを
防止するためには､国境管理のノウハウを持った現地人スタッフの養成
が必要であるという考え方に基づくものであり､民主化と人権を対象と
する第一テーブルにある｡他方､欧州理事会は組織犯罪に対抗するため
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の ｢反汚職国家グループ (aGroupofStatesagainstCorruption-
GRECO)｣という独自のプログラムも立ち上げている｡これは､安全保
障を扱う第三テーブルに設けられている｡どちらも組織犯罪を扱いなが
ら､テーブルが異なるために､重複するプロジェクトとは見なされてい
ない｡
第三の問題点として､プロジェクトが早急に成果をあげるように求め
られているために､第二テーブルのような領域ではインフラの復旧や塞
備などハード面が重視されることになる｡第二テーブルには､南東欧安
定化条約に提供された拠出金の81%が投入され､そのうち75%がハード
面への投資である｡18その結果､鉄道 ｡道路 ･橋 ･電力発電所はほぼ回復
した｡しかし､分断された線路は繋がっても鉄道システムが復旧しない､
道路の維持管理などメインテナンスができないなど､ハード面だけでは
問題が解決できないことがわかるOハードを維持し､活用するためのソ
フト面を充実が必要となるが､これは､バルカンの状況のなかでは人材
を養成すればいいというだけの問題ではない｡すなわち､復興資金で作
られるさまざまな社会的インフラを維持管理するための政府機能が十分
に働かないという状況のもとでは､ボスニアにおいてはムスリム･クロ
アチア人勢力とセルビア人勢力の二重権力状態のためにそれぞれの勢力
が橋や鉄道､発電所の所有を主張して新たな紛争の火種を作り出すこと
になった｡
こうした状況は､一連のユーゴスラヴイア紛争の紛争処理の仕方に起
因している｡すなわち､ボスニア･ヘルツェゴヴイナでは紛争の要因を
セルビア人勢力による ｢エスニック･クレンジング｣とみなして弾劾し､
セルビア人とムスリム ･クロアチア人を分断する戦後処理を行っ-た｡デ
イトン合意は､武力紛争の一応の終結を見たものの､民族を分断し国衣
としての一体性を保持しつつ､それぞれの勢力に統治権を与えるという
論理的に矛盾した状況を容認することとなり､二重権力状態を生み出し
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た｡そうした状況は､統一国家として行われるべき入国管理や輸出入に
かかわる手続きや関税業務が機能しないということを意味する｡それは
戦後復興という局面において ｢国家｣の収入をめぐって二つの勢力が争
うという状況のみならず､十分に統治が及ばないために国境警備や国境
で行われるはずの業務が行えず､国家としての収入を確保できないばか
りか､正当な政府ではない権力が地域を支配するという状況も発生して
いる｡さらに､政府による統治が十分に機能していないことを利用して､
密輸など国境における組織的な犯罪の温床にもなっているのである｡
こ.の状況を打破するために､1999年11月､ボスニアヘ ルツェゴヴイナ
の三人の大統領は ｢ニューヨーク宣言｣に調印した｡しかしこれは､国
際社会が復興支援の条件として､三つの勢力が共同の警察機構や国境響
備を整備することによって統一国家への道筋を示すように求めたために､
共同宣言を余儀なくされたものであり､三つの勢力が自主的におこなっ
たものとはいえず､当初からその実効性に疑問があった｡19そして､現実
には復興資金が地域に流れ込むに連れて､それぞれの勢力間の争いはま
すます激化しているのである｡
コソヴォにおいても戦後処理の状況は異なるが､二重権力状態が生じ
ている｡旧ユーゴ問題調整グル｢プによる和平案では､コソヴォのセル
ビアからの独立は認められていない｡しかしコソヴォは暫定的とはいえ
UNMIKに統治されている現状であり､セルビアがコソヴオの復興につ
いて関与する余地は､現在のところ全くない｡UNMIKは将来コソヴォ
の統治をどこが責任をもって担うのかという議論もないままに､復興に
取り組まなければならないという状況におかれている｡いきおい将来の
政権の受け皿がなく､地域協力は主体的なものとはなりえないという状
況に陥っている｡
こうした状況に加えて､国際社会の対応､特にEUの対外政策のあり
方も問題となっている｡EUは将来的には西バルカンを含めて拡大を行う
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ことを表明している｡すなわち旧ユーゴスラヴイアもEUに加盟するこ
とができると表明することによって､この地域をできるだけ早く民主化
し､EU並みのスタンダードに引き上げるよう努力を促すという意味合い
がある｡すでに指摘したように､バルカンでは､ボスニアやコソヴォだ
けでなく地域全体に麻薬や武器の密輸､そして人身売買など組織的犯罪
が横行している｡できるだけ早く政府を再建し､民主化してこうした犯
罪に対して取り組む必要がある｡こうした犯罪は当然のことながら､国
境を挟んでどちらか一方だけの問題では済まされない｡地域的な対応が
求められるゆえんである｡しかしEUが､EUへの加盟の条件としてバル
カン諸国が密輸などの国境を跨ぐ犯罪の防止に努力することを求めたこ
とによって､地域的な対応が逆に難しくなったのである｡すなわち､EU
への加盟はそれぞれの国家との間の二国間条約の形をとるために､政府
が十分に機能していないところは条約締結のため基本的な条件さえ満た
されないということになる｡さらに､EUへの加盟は､経済的には豊かな
西側の支援が約束されるし､安全保障という観点からも期待が寄せられ
ている｡したがってすでにEUの第二次東方拡大の対象となっている〟
ーマニアやブルガリアはEUの民主化の基準をクリアすべく国内整備を
急いでいるが､そのためにEU加盟の時期を遅らせるかもしれないセル
ビアやボスニアとの地域協力には消極的になってしまうという現状があ
る｡ルーマニアやブルガリアにとって､地域としての対応に歩調をあわ
せるとEUへの加盟が遠くなり､他方で地域として取り組むための国境
警備体制が確立できないために､国境を越える犯罪に対して効果的に敬
り組みができず､EUの加盟基準を満たすことができないというアポリア
に陥ってしまう｡
こうしたEUの対応は､コソヴォにおける国際社会の対応が将来的な
見通しもないままUNMIKに統治を委任しているという状況とあいまっ
て､バルカンにおける復興を困難にしている要因として挙げられるであ
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ろう｡
4 下位地域協力の条件
以上の問題点を踏まえると､下位地域協力が機能するためには以下の
ような条件が必要であると考えられる｡まず､地域協力のアクターとな
るコミュニティ･イニシアチブが重要となる｡ボスニアにおいても､コ
ソヴォにおいても二重権力状態ゆえに､地域協力の主体となるべきアク
ターの形成が十分であるとはいえない｡それゆえに､プロジェクトの逮
行においても主体的にかかわることがなく､発展性も期待できない｡ま
た､プロジェクトを遂行している様々なイニシアチブにおいても､地域
に取って何が望ましいのかという判断よりはプロジェクトを期間内に終
わらせることが最優先になっており､かつプロジェクトの具体的な成果
を日に見える形で示すことが求められるために､勢いハード面への投餐
が多くなり､それを運用するためのソフト面が軽視された結果､現実に
はプロジェクトの成果が期待されたほど上がっていない｡20
第二に､下位地域協力の成果の是非は､上位地域の安定が鍵となる0
バルカンにおいては､ボスニアやセルビアにおいて政府が十分に機能し
ていないために､周辺諸国との関係も不安定である｡ルーマニアやブル
ガリアは､現在のところ安定した国家であるが､周辺諸国における無秩
序状態のために常に国境を越える犯罪に巻き込まれる危険に晒されてい
る｡アルバニアもまた､国家としての一体性は維持しているものの､体
制転換後の国内は依然として不安定である｡こうした国家間の格差が下
位地域協力を難しいものにしている｡
それに加えてEUの対バルカン政策がそれを助長しているといえよう｡
EUが､加盟のための条件にキャッチアップした国から加盟交渉をはじめ
ると表明したために､バルカン諸国の間では､条件整備が遅れている国
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に歩調をあわせるとEU加盟が遅れてしまうことを懸念して､地域協力
に対して消極的になる傾向が見られる｡
EUは､ポーランドやチェコなど東中欧諸国のEUへの加盟に際して､
条件整備のためのプロジェクトを実施してきた｡PHAREによるプロジ
ェクトの実施には試行錯誤の末に､事前のモニタリングシステムやEUと
の共同プロジェクトにすることによってEUのノウハウを学ぶためのツ
ウイニング方式 (TwinningMethodology)などを導入し､資金の投入
のみならず人材の育成を行うことで､プロジェクトがより効果的な成栄
を売られるようなシステムを作り上げてきた｡南東欧安定条約のプロジ
ェクトの遂行において､こうした東中欧諸国の経験が反映されているこ
とが随所に確認できる｡しかし､それにもかかわらず､南東欧安定化条
約において､こうした東中欧におけるEUの経験がうまく機能している
ようには見えない｡
それは､国家間レベルにおいて安定的な協力関係が得られないこと､
すなわち上位地域の安定が担保されていないからである｡南東欧安定秦
約において主導的な立場に立つEUに対して､すべてのバルカン諸国が
同じようなスタンスで臨んでいるわけではない｡ルーマニアやブルガリ
アのようにEU加盟に積極的な国家もあれば､セルビアのようにボスニ
ア紛争やコソヴォ紛争に対する介入とその後も平和維持部隊が国内に展
開しているという状況下にあって､EUとの関係は必ずしも良好とはいえ
ない国家もある｡こうした状況においては､国家間関係の状況の変化に
よって下位地域協力も将来の見通しをもって継続することが難しいとい
えよう｡
5 おわりに
ヨーロッパにおける越境地域協力は､EUやNATOの東方拡大がロシ
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アを刺激するのではないかと懸念される状況の中で､地域間の交流を過
して信頼醸成を行うことでロシアのEUの東方拡大に対する不安を緩和
するという､安全保障上の一定の役割を担って､ヨーロッパ全土に拡大
していった｡とりわけ2004年5月にEUの東部となるポーランドやハン
ガリー ､スログァキアにおけるユーロリー ジョンは､昨年来､活動が活
発化している｡21こうした安全保障上の一定の機能が認められると判断さ
れた結果､越境地域協力は､紛争後のバルカンにおいても積極的に導入
された｡
また､バルカンにおける地域協力は19世紀以来の長い歴史を持つ｡そ
れは､この地域が民族間題や領土問題を抱えており､外部の干渉によっ
て容易に内部分裂に陥る脆弱さを内包しているからである｡それゆえに､
外部からの干渉に揺さぶられないための環境を作るという意味で地域協
力の必要性はずっと認識されてuた.東中欧における下位地域協力の進
展は､バルカンにお0ても下位地域協力が進めば､この地域の安定化へ
の可能性を高めることができるのではないかと期待させるものであった｡
1990年代の旧ユーゴスラヴイアにおける戦争の後､この地域では､地域
的な安定を取り戻すためにいくつかの下位地域協力の枠組みがスタート
した｡それは､バルカンの地域イニシアチブによるバルカン外相会談や
黒海経済協力､もう少し広い枠組みでの中欧イニシアチブ､そしてアメ
リカやEUのイニシアチブによるロヨモン｡プロセスと南東欧協力イニ
シアチブとバルカン諸国のみならず､多くの国の関与が認められる｡こ
れらはさらに､南東欧安定条約会議を経て､国家のみならず国連､世罪
銀行､IMFやユネスコなど国際機関をも取り込んだ大掛かりな復興援助
となった｡アクターの多様さと関与するアクターの数においても､また
投入された資金の規模にお0ても過去に例をみないほど大規模なもので
ある｡しかし､それにもかかわらず南東欧安定条約がうまく機能して､
バルカンが安定に向かっているとは決していえない状況にある｡その哩
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由は､すでに述べたように条約の構造そのものの問題､ボスニア紛争､
コソヴォ紛争の戦後処理のあり方の問題､その後の国際社会の対応とい
う様々な問題が複合的に作用していると考えられる｡
バルカンにおけるさまざまな復興支援が南東欧安定条約という地域協
力の形態に集約されたことは､紛争後の復興において地域の果たす役割
の重要性が認識されていたからに他ならない｡すなわち､紛争で政府が
疲弊し､十分に統治機能を果たせなくなった国家は､麻薬や武器の密売､
そして人身売買などの組織犯罪の温床となり､こうした人々の安全を脅
かす犯罪の危険性は国境を越えて近隣諸国にも及ぶことは避けられない｡
それゆえに､地域全体の安定化という課題を達成しなければ､紛争後の
復興も軌道に乗らないと考えられてきたのである｡紛争後のそうした辛
態を軽減するために､国際社会は､南東欧安定条約とそれに続く南東吹
安定条約会議によって､できるだけ速やかに効率的に復興援助を行うた
めに力を注いできた｡
しかし､バルカンの復興支援は､バルカン諸国間の連帯が十分に取れ
ないままに ｢地域協力｣が進められ､それぞれの国家はEU加盟の条件
にキャッチアップするために協力よりも競合に走ってしまった｡南東吹
安定条約のアセスメントを行った栄西研究センターの報告書は ｢バルカ
ンにおける各国の課題は共通であるが､その間題を共有しているわけで
はない｣と述べている｡22確かにEUの加盟条件として問題となっている
民主化や経済成長率などは一国単位で問題となる｡しかし､越境犯罪に
ついてはそれぞれの国家において政府の機能を侵食するという点では問
題を｢共有｣しているわけではないが､越境犯罪の性質を考慮すれば｢共
有｣の問題として対処しなければ対応できない問題である｡バルカンで
は越境犯罪によって政府の機能が麻樺させられて､こうした犯罪を取り
締まることができなu状況にあり､取締りができないから政府の機能が
まずます低下し､人々は政府以外のものに治安を頼らざるを得なくなる
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という悪循環を生み出している｡
バルカンの事例を考えると､下位地域協力が発展するためにはいくつ
かの不可欠な条件があるといえるO第-に､地域協力のアクターとなる
地域や政府の統治 ･行政機構が安定していることである｡ボスニアやコ
ソヴォでは､形態は異なるが､どちらも二重権力状態にあり､アクター
が十分に育っているとはいえない｡そのために地域協力へのインセンチ
イヴも弱い｡第二に政府間レベルの関係が安定していることである｡そ
れぞれの政府が地域の問題を ｢共有｣する問題として認識し､共同で敬
り組もうとする姿勢を見せないかぎり､下位地域における協力は政府間
関係の対立に阻まれて進展できなくなる｡
南東欧安定条約の枠組みで､成功例としてあげられているのは､オー
ストリアのNGO団体による教育普及活動とジェンダー問題への取り組み
である｡これらはどちらもNGO主導であり､歴史的にも1980年代から継
続して行われているものである｡23国際社会が政府を通じて復興支援に参
加するときには､大量の資金が投入されるというメリットがある｡しか
しそれは他方で､プロジェクトを推進する政府の思惑や受け入れ国の政
府の思惑もあり､必ずしも地域住民のニーズを汲むものではないO政府
と地域住民との乗離が､南東欧安定条約におけるコミュニティ｡イニシ
アチブの弱きに繋がっていると考えられる｡NGOの活動が評価できるも
のであるのは､長年の活動によって住民のニーズを把握し､信頼を得て
いることが大きな要因ではないかと思われる｡
バルカンの現状では､いずれの条件についても先の見通しがあるとは
いえない｡それゆえに､南東欧安定条約会議において最初に取り組むべ
き課題は､ボスニアにおいても､コソヴォにおいても､二重権力状態杏
解消する道筋を示すことであろう｡それがない以上､地域協力を進める
インセンチイヴも生まれないし､協力を担うアクターも育たないからで
ある｡さらに､復興が遅れれば遅れるほど復興資金は非合法勢力に流れ
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出す危険性が高まる｡テロ組織や犯罪組織などネガティブな非国家主体
の形成は､国際システム全体を不安定にする危険性を高める｡ゆえに､
ポジティブな地域協力へと発展できないところでは､地域協力に対する
アセスメントを行O､ネガティブな要因を解消することが地域協力のた
めの前提条件となるであろう｡
1 ｢下位地域協力｣という言葉は､英語の ｢サブ･リージョン｣に対応した言葉で
あり､冷戦の終結後､ヨーロッパは東西の分断を克服して統合されて ｢地域 (リ
ージョン)｣となるが､その一方で下位地域が出現し､｢地域の下位体系｣を形成
しつつあるという見地である｡本稿では､下位地域協力は､諸国家間の地域協力
のみならず､国家よりも下位の地方政府やコミュニティレベルのミクロの越境協
力も含む｡召瀬宏 ｢下位地域協力と現代世界｣『下位地域協力と転換期国際関係』
有信堂高文社､1996年､3-4頁｡
2 拙稿 ｢下位地域協力における地域的利害実現のためのメカニズム- ユーロリー
ジョン･ナイセ/ニサの事例を中心に- ｣山形大学 『山形大学法政論叢』第16号､
平成11年7月､5ト81貢｡
3 ポーランド､ウクライナ､ハンガリー ､スログァキア､ルーマニアに跨るカルパ
チア･ユーロリージョンは､設立当初から民族紛争に対する予防的措置であるこ
とを罷っている｡
4 S`ignatureoftheJointStatementonCross-BorderCooperationbetweenthe
FormerYugoslavRepublicofMacedoniaandUNMIK',http://europa.eu.int/
comm/externaLrelations/news/03MOO/ipNOO_126.htm (30/07/2002)
5 地域主義に関する議論は､1997年の日本国際政治学会の大会において ｢グローバ
リズム･ナショナリズム･リー ジョナリズム｣と題する鴨武彦氏の基調講演にお
いて問題捷起されて以来､議論が続いている｡2000年5月の日本国際政治学会の
研究大会においても､｢地域主義｣を再検討する部会が開催されている｡Harald
Kleinschmidt,`RegionalismRevisitedJntroduction',および拙稿 ｢ヨーロッパ
における ｢地域｣の意味- 中･東欧の視覚から- ｣筑波大学国際政治経済学
研究科 『国際政治経済学研究』第7号､2001年3月､pp.1-3,pp.5-20.
6 ｢新しい地域主義 (NRA)｣とuう略語が使われるようになったのは､以下の論
文が契機となっているようである｡MichaelSchulz,FrederikSoderbaum,and
JoakimOjendal,`AFrameworkforUnderstandingRegionalism',inRegional1
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izationinaGlobalizingWorld,LondonandNewYork,ZedBooks,2001,pp.
ト21.この論文以前に､地域協力の評価に関して､結果ではなくプロセスを重視す
るという論点を提示したものとして､TakahashiKazu,`CrossBorderCoopera-
tionamongLocalGovernmnetsbetweenWesternandEasternEurope-Activ-
itiesoftheEuroregionsastheSub-RegionalCooperationJ,北海道大学スラ
ブ研究センター 『ロシア西側周辺における環内海地域協力の研究過1998年3月､
82153貢O越境地域協力が行われている地域住民の意識の変化をあつかったものと
して,FrantisekZich.`GermanyandGermansintheAttitudesofPeople
LivingontheCzech-GermanBorder',CzechSociologicalReviewZV(2/1998),
theSociologyInstituteoftheCzechAcademyofScience,Prague,p.247.拙稿
(2001年3月)､同上､17貢｡
7 百瀬宏編著 F東欧 第2版』自由国民社､2001年､382貢0
8 01eksandrPavliuk,'TheBlackSeaEconomicCooperation:WilHopes
BecomeReality?I,inAndrewCotty(ed.),SubregionalCooperationinthe
NewEu710Pe:BuildingSeclm'ty,Prospen'tyandSolidarityjTromtheBarentsto
BlackSea,NewYork,Palgrave,1999,pp.1471150.JunkoIMAI,{Regional
CooperationinthePostCold-WarBalkans',北海道大学スラブ研究センター､
前掲書､pp.91-93.
9 プカジノビチは､｢SECIは､アメリカがヨーロッパ諸国にたいしてこの地域の紛
争解決はアメリカの関与なしでは不可能であることを示す目的があった.(中略)そ
して､ロシアの南欧への接近を制限することに寄与した｡｣と述べており､地域協
力が冷戦後のアメリカの外交政策の目的達成のためのものであったことに注意を
促してnるoRandovanVukadinoviC,`Yugosulavia',inJamZielonkaandAlex
Pravda(eds.),DemocraticConsolidationinEastemEurope,Vol.2,Oxford
UP,2003,p.450.
10 Ibidリpp.450-451.
ll PeterSian卜Davies,InternationalInterventionintheBalkanssince1996,
London,NewYork,Routledge,2003,p.173.
12 ESIEuropeanStabilityinitiative,Democracy,SecurityandtheFutureofthe
StabilityPactforSouthEasternEurope,April2001,http://www.esiweb.ore/
pdL/CsLd.PDF(25.6.2003)
13 2002年1月1日からは､オーストリアの元副首相エルハルド･プセツク (Erhard
Busel()が就任している｡DavidPhinnermoreandPeterSiani-Davies,`Beyond
lntervention?TheBalkans,theStabilityPactandtheEuropeanUnion',in
InternationalIntervention,oP.ci.,p.175.
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14 イギリスのブレア-首相は､この基金のスケ-)I/の大きさから｢バ)I,カンのため
のマーシャルプラン｣と呼んでいた｡
ESI,op.cit"p.ll.
Ibidりp15.
Ibid"pp.12-13.
Ibid.,p.29.
Vukadinovic,op,citリp.446
ESI,op.cit,p.30.
ミクロレベルの越境地域協力であるユーロリー ジョンは､ブルガリアール-マニ
ア間やウクライナ-ルーマニア･モルドヴァなどで特に環境問題に関する協力が
進んでいる｡httpノ/europa.eu.int/comm/enlargement/fiche-project/fp/coun-
tries/bulgaria/pre-accession_instruments/financing_proposals_project_
fiches/bgJbc/2001/bgOIO7-04-cbc-ta_environment.pdf(17.01.2004)
22ESI,op,cit.,p.29.
23Ibidリpp,13-14
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